
ペットボトル等の店頭回収について
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○ スーパーマーケット等の店頭で回収されたペットボトルは品質が良好であり、
効率的な回収方法を組合せ、積極的に回収することにより、ボトルtoボトルを
はじめとする高度リサイクルの受け皿となり得る可能性を有している。

○ 本年1月8日付で、「店頭回収された廃ペットボトル等の再生利用の促進につい
て(通知)」を発出し、廃棄物処理法における店頭回収物に係る考え方を整理
し、店頭回収された廃ペットボトル等の適正な再生利用を促進するための再生
利用指定制度の趣旨などの明確化を行った。



地方分権改革への容器包装リサイクル法の対応について

○ 平成26年度に内閣府において「地方分権に係る提案募集」が実施され、関
西広域連合、兵庫県、和歌山県、鳥取県、徳島県から、各種リサイクル法
の権限（指導・助言等）に係る提案が出された。その後、平成27年1月の閣
議決定により、各種リサイクル法については、審議会において都道府県等
に意見聴取を行い、国の関与の在り方を含めて、各種リサイクル法の的確
な執行の在り方について検討することとなった。

○ 同閣議決定に従い、平成27年10月1日に開催された第１０回循環型社会部会
において、提案団体から意見を聴取した結果、出席された委員の御意見等
により「広域性・統一性の観点から権限委譲は困難だが、情報共有は進め
るべき」との方針を得た。その結果を踏まえ、平成27年11月17日の循環型
社会部会（懇談会）では、各種リサイクル法の情報共有体制の改善に向け
て、対応方針を示し、同部会の了承を得た。そして、平成27年12月22日に
地方からの提案等に関する対応方針が閣議決定された。

○ 今年度は、本対応方針に従い、情報共有体制の改善に向けて検討・取組を
進めていく。
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容器包装リサイクル法における対応について
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法律 閣議決定文

容器包装に係る
分別収集及び再
商品化の促進等
に関する法律（平
７法112）

容器包装多量利用事業者が主務大臣に提出する定期報
告（７条の６）については、地方公共団体との協力事例等を
含め、分かりやすい形での公開又は地方公共団体への情
報提供を平成28 年度から行う。あわせて、指定法人（21 条
１項）が特定事業者（11 条３項）の委託を受けて行う分別基
準適合物の再商品化（22 条）に関する情報の活用について、
地方公共団体に平成28 年度中に周知する。

平成27年の地方からの提案等に関する対応方針（平成27年12月22日閣議決定）

※参考:平成27年の地方からの提案等に関する対応方針(H27.12.22 閣議決定)
http://www.cao.go.jp/bunken‐suishin/doc/k_tb27_honbun.pdf
第10回循環型社会部会
http://www.env.go.jp/council/03recycle/y030‐10b.html
循環型社会部会（懇談会）
http://www.env.go.jp/council/03recycle/y030‐11b.html



容器包装多量利用事業者の定期報告（７条の６）に関する情報
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○ 容器包装多量利用事業者が主務大臣に提出する定期報告（７条の６）について
は、地方公共団体との協力事例等を含め、分かりやすい形での公開又は地方公
共団体への情報提供を平成28 年度から行う。（閣議決定文抜粋）
 経済産業省ＨＰにて、定期報告の集計結果及び使用合理化に関する取組事

例集を掲載。




